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(9) 社会情報・社会知能型 CIM の研究， 
(10) 経営・経済組織と情報表現に関する統合的研究， 







































学会の設立である。といっても，じつは日本語名称のまったく同じ 2 つの学会が 1996 年 4 月に同時に
発足した。ひとつは，JASI（The Japan Association for Social Informatics）であり，日本都市情報学会（1988
















田健吉に相談しながら，社情側の準備を整えた。そして，1996 年 3 月 28 日（木）11:00～12:30，教養
教育 B 棟会議室で，昼食をとりながら会合がもたれた。その会合でどのような内容がどのように話さ
れたのかについての記録はわたしの記憶もふくめ幸か不幸か残っていない。そして，その会合の 4 日
後に，日本語名称のまったく同じ 2 つの日本社会情報学会が同時に発足したのである。 
2003 年まで，2 つの学会はそれぞれ独立に活動することになる。わたしは，JASI の方で，1997 年





2004 年 3 月 6 日に「今日的課題としての社会情報学」というテーマで第 1 回合同研究会が早稲田大学
で開催された。次がその時の案内文である。 
 
2004 年 2 月 20 日 
会 員 各 位 
 















学術委員長 遠藤  薫 
理事・研究会委員長 正村 俊之 
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今にして思えば，この合同研究会はまさに開催するべくして開催されたものだったのかもしれない。








そして，ついにその時がやってきた！ 2012 年に 2 つの日本社会情報学会が統一され，「一般社団
法人 社会情報学会（The Society of Socio-Informatics；SSI）」が新たに発足したのである。わたしにし
てみれば，19 年目の春が来たのだ。1994 年に若輩の身でありながら，両学会の幹部の先輩方に 2 つの
学会を 1 つにして欲しいと懇願したものとしては，私人として感無量であったことは言うまでもない。






ご協力のおかげで，第 1 回全国大会（2012 年 9 月 14 日〜16 日）は荒牧キャンパスにおいて成功裏に












を発表する媒体として 1995 年 3 月に発刊された。以後，毎年一巻が発行され続け，最新号は第 20 巻
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長が兼任することになっていた。ここで，奇跡的なことが起こる。2009 年度から 2 年間，わたしが学
部長を務めることになったのである。わたしは，附属研究センター長として，電子ジャーナル化の最
後の詰めに着手した。そして，2011 年 3 月，ついに電子ジャーナル化が完了した！ 数えてみれば，





















て，1997 年 2 月 24 日，第 1 回社会情報学シンポジウムを開催することができた。その当時の雰囲気
を感じ取れるので，作成したチラシの原稿を下に掲載させていただく。しばらくぶりに見て，驚いた
ことがある。なんと，1 期生で学部 3 年生の有坂誠君がパネリストとして参加しているではないか！ 
 




日時：1997 年 2 月 24 日（月） 13 時 00 分〜16 時 15 分 
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 「社会情報学の構図（私論）」  沖田健吉（教授，経済・経営情報講座） 
 
13：30〜15：15 パネルディスカッション 
 1．「情報」科学の移り変わり       佐渡一広（助教授，社会情報基礎講座） 
 2．情報・メディアと情報行動の諸問題  黒須俊夫（教授，社会・情報行動講座） 
 3．都市化と情報化の深い仲       小林修一（助教授，社会・情報行動講座） 
 4．『情報』に躍らされる政治と行政    稲葉清毅（教授，政策・行政情報講座） 
          −休憩− 
 5．情報プロセスと株価変動       寺石雅英（助教授，経済・経営情報講座） 
 6．言語という情報から         有坂 誠（3 年生，経済・経営情報コース） 
 
15：15〜15：45 コメンティタ 
  田村泰彦（教授，経済・経営情報講座） 青木繁伸（教授，社会情報基礎講座） 







3. 大学院の設置と UFO活動・改革 
 
3.1. たった一つの委員会と昼夜開講制の具体化 
1994 年 4 月に入学した学部 1 期生は 1998 年 3 月に卒業する。その卒業生たちの進路のひとつとし

























ープ（A とB）に分ける。そして，偶数年には A グループの授業を昼間に B グループの授業を夜間に
















第二弾は観光 UFO キャンパスを飛び出す教育活動の第二弾は，寺石雅英とわたしが 2006 年から主
催・開始した『移動開設型サテライト大学院「観光 UFO（Ubiquitous Frontier Office；ご要望があれば
どこでも飛んで行きます）」』である。ことの発端は，群馬県旅館ホテル生活衛生同業組合の入内島一
崇理事長が観光業の活性化に新たな道筋を示すべく，鈴木守群馬大学長に大学院等の開講を要望した
















































造化手法」（愛称：YT 法 − 良い討論法）という方法です。YT 法は 5 つのセッションで構成され



















































入学定員 10 名のところに，過去 6 年間の平均志願者数は 27.3 人，平均合格者数は 16.0 人でし
た。これらのデータは，上述の育成する人材像に盛り込まれている修士課程の目的及び教育目標
が広く受け入れられ，入学定員を超過して学生を受け入れてきたことを示しています。このよう
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理論経済学特論 経営管理特論 地域社会学特論 公法特論 構造変動特論 コミュニケーション特論
環境科学特論 私法特論
③専門情報科目
経済情報特論 経営情報システム特論 地域情報特論 公共システム特論 歴史情報特論 情報行動特論
計量経済学特論 経営科学特論 地域プロジェクト創造論 政治理論特論 情報文化特論Ａ 現代メディア特論
地域経済学特論 経営会計システム特論 情報文化特論Ｂ ヒューマンインターフェース特論
④専門応用科目
交通経済学特論 企業・産業分析スキル 社会起業家特論 地方自治特論 説話伝承特論 人間行動特論





















































ローチ 2 の成果として，民主的意思決定を中心に据えた電子民主主義の研究を紹介する。 











































（G to C）は集合的意思決定にどのような影響をもたらすかという「公的情報の開示問題」である。 
「私的情報の集約問題」は，「投票の逆理」を発見したのと同じ Condorcet による「陪審定理（Jury 
Theorem）」に端を発する（Jury Theorem は Black(1958)の命名による）。1975 年ごろから研究がはじめ


























































































1995 年に発表した『第三の波の政治』に端を発する。これら 2 つは ICT の著しい発展に支えられた大
きな 2 つの流れだったのである。 























第 2 は，2002 年 2 月 1 日に，「地方公共団体の議会の議員及び長の選挙に係る電磁的記録式投票機を
用いて行う投票方法等の特例に関する法律」が施行されたことである。これは，条例を定めた地方公
共団体の議会の議員又は長の選挙において，投票所型の電子投票を許可した法律である。いわゆる電
子投票の解禁である。同年 6 月 23 日，岡山県新見市の市長・市議員選挙において，全国初の電子投票
が実施された。わたしは，NTT データ研究会の方々と一緒に見学に行った。新見市はこれまで 4 回の
電子投票を実施しており，日本全体では 23 回となっている。第 3 は，2003 年に，OECD が Promise and 
Problems of E-democracy: Challenges of Online Citizen Engagement という題目の冊子を出版したことであ
る。これは，OECD 加盟国政府が新たな ICT が公共政策決定への市民参加を拡大するための強力なツ
ールであることを認識しているとして，ICT を用いて市民に対して政策決定に情報，意見を述べ参加
する機会を提供する政策のあり方に焦点を当てている。OECD 加盟 12 カ国（日本は含まれていない）
および欧州委員会から現在の実施状況についての多くの実例を集めている。最後に，オンラインによ















よう（詳しくは，富山編著 2006b を見よ）。そして，2003 年は社会情報学部にとって創設 10 周年にあ
たる年である。それまでの成果と人脈を生かして，電子民主主義のセッションを次のプログラムで企
画させていただいた（詳しくは，研究論集 第 11 巻，社会情報学部創設 10 周年特集，45〜52 を見よ）。 
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群馬大学社会情報学部 
創設 10 周年記念シンポジウム 
 
       セッション：『e-デモクラシーの胎動と日本の地域社会 
             ～世界の先進事例から将来的展開のあり方を考える～』 
 




1．「海外における e-デモクラシーの展開」  新開伊知郎（株式会社 NTT データ） 
2．「国内における e-デモクラシーの展開」  小竹裕人（群馬大学社会情報学部） 
3．「e-デモクラシーにおける 
       日本モデルの構築に向けて」  岩井淳（群馬大学社会情報学部） 
4．ディスカッション 
      コメンテータ  塩崎泰雄（NPO：桐生地域情報ネットワーク理事長） 


































ネット選挙の解禁 2013 年 4 月，公職選挙法の一部が改正された。これは，近年におけるインター
ネット等の普及に鑑み，選挙運動期間における候補者に関する情報の充実，有権者の政治参加の促進
等を図るため，インターネット等を利用する方法による選挙運動を解禁することを目的として行われ
たものである。いわゆるインターネット選挙運動の解禁である。同年 7 月 28 日の任期満了に伴い，7
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